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交付書面に記載しない事項 
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「会計監査人の状況」 

「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他業務の適正を確保するための体制及び当

該体制の運用状況」 

 

●連結計算書類 

「連結株主資本等変動計算書」 

「連結注記表」 

 

●計算書類 

「株主資本等変動計算書」 

「個別注記表」 

 

 

第１０２期（２０２５年４月１日より２０２６年３月３１日まで） 

 

 

 

 

上記事項につきましては、法令及び定款第１７条の規定に基づき、書面交付請求をいただ

いた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。 

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子

提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。 

 



【会計監査人の状況】 

 

（1）会計監査人の名称 

有限責任 あずさ監査法人 

 

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 

51 百万円 

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 

51 百万円 

 (注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額

を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。 

   ２．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りの算出根拠な

どを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第 399 条第１項の同意を行っております。 

   ３．当社の子会社であるシンフォニアエンジニアリング㈱、昕芙旎雅機電（香港）有限公司、昕芙旎雅機電（東莞）有限公司、

SINFONIA MICROTEC(VIETNAM)CO.,LTD.、SINFONIA TECHNOLOGY (THAILAND)CO.,LTD.及び昕芙旎雅商貿

（上海）有限公司は、当社の会計監査人以外の監査法人による監査を受けております。 

 

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計

監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。 

 また、当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同

意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におい

て、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。 
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【取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制

及び当該体制の運用状況】 

 

（1）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・当社は、企業理念及びその行動指針である SINFONIA-WAY を定め、かつ「企業倫理規範」「企業行動基準」を制定し、法令・定

款の遵守と高い倫理観の醸成を命題として、コンプライアンス体制の整備に取り組み、社内の意識強化と問題の未然防止に努め

ています。 

・「コンプライアンス委員会規程」に従って全社コンプライアンスの担当役員を任命し、また、関係会社の代表や外部有識者も加え

たコンプライアンス委員会と、各部門でのコンプライアンス活動を推進する組織を設置しています。加えて弁護士など、外部の専

門家からも適宜アドバイスを受けています。 

・法令・定款違反に関する報告体制として、スピークアップ制度（内部通報制度）を設置しており、「スピークアップ制度運用規程」に

おいて内部通報者に不利益な取扱いをしてはならないことを定めています。また、不祥事が発生した場合は、トップマネージメント、

取締役会、監査役会に報告が行われています。 

・「内部監査規程」に基づき、監査部が内部監査を行っています。 

・財務報告に係る内部統制についても、整備・運用の基本方針に基づき、継続的な運用と改善を図っています。 

・当社は、「企業倫理規範」「企業行動基準」において反社会的勢力との絶縁を宣言するとともに、対応に当たっての基本的な考え

方を定めています。 

 

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・当社は、取締役の意思決定及び職務の遂行に係る情報の保存及び管理については、責任部門において社内規程に基づき行っ

ています。これら社内規程は、必要に応じて見直し等を行っています。 

 

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・当社は、現下の激しい経営環境の変化の中で、ビジネス、法令違反、安全衛生・環境、天災地変、情報通信などに起因するリスク

の評価と対応を適切に行うため、リスク管理に関わる基本的事項を定めた「リスク管理規程」、並びにリスク管理活動の行動要領を

定めた「リスク管理大綱」を策定し、リスク管理担当役員の任命、リスク管理委員会の設置等により、リスク管理体制を整備していま

す。 

・当社並びにグループ全体の事業活動に影響を及ぼす危機の発生時には、取締役及び執行役員は、速やかに情報を収集し、代

表取締役へ報告するとともに、対応策を実施します。 

 

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・当社は、経営戦略及び経営課題を明確にするために、中期経営計画や年度の経営計画を策定し、その達成度合いを、業績管

理制度を通じてチェックしています。 

・毎月の定例及び臨時の取締役会、経営会議、事業執行会議を開催し、迅速かつ多面的に経営意思の決定とフォローを行ってい

ます。 

・当社は執行役員制度を採用し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離することにより、経営環境の変化に迅速かつ

柔軟に対応しつつ業務を執行する体制としています。 

・取締役は、担当する業務について執行役員から執行状況の報告を受けることにより、監督機能を果たせる体制を整備していま

す。 

・決裁制度、予算制度、人事管理制度等を整備し、適切な権限委譲の下、効率的に職務が執行されるような体制を整備していま

す。 
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（5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・当社は、「関係会社管理規程」に基づき、統括部門、事業運営管理部門、業務サポート部門を定め、あわせて経営管理部に専任

のスタッフを置くことを定め、グループ運営を行っています。 

・グループ全体に影響を及ぼす重要事項については、会議開催による多面的な検討を経て、慎重に決定しています。 

・主要な子会社に対しては、当社から取締役や監査役を派遣するとともに、子会社の月例幹部会に出席し、事業運営状況を確認

しています。 

・グループ企業を含めてコンプライアンス活動を推進しています。また、海外現地法人の活動についても国内の取組に準じ、現地

の法令や文化習慣等も尊重しながら推進しています。 

 

（6）監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

・当社は、監査部が監査役監査を補助しています。 

・監査部は監査役会の事務局業務を担当して、監査役あるいは監査役会の指示に従ってその職務を補助しています。 

 

（7）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

・当社は、監査部に属する使用人の、取締役あるいはその他の使用人からの独立性を確保するため、その任命、異動、評価、懲戒

等の人事権に係る事項について、監査役会と事前に協議しています。 

 

（8）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

・当社の取締役及び使用人は、監査役の「監査役監査基準」に基づく要請に応じて当社及びグループ企業に関する資料を閲覧に

供し、あるいは報告を行っています。 

・監査役は、取締役の職務執行を監査するため、当社の取締役会、事業執行会議等の重要な会議への出席及び重要な決裁書類

の閲覧等を行っています。また、グループ企業の取締役から定期的にヒアリングを行い、グループ全体の状況を把握しています。 

・「スピークアップ制度運用規程」に準じて、監査役への報告を行った者やこれに関わった者に対して不利益な取扱いをしてはなら

ないこととしています。 

 

（9）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・当社は、監査役の監査の実効性を確保するため、監査役会で決議した「年度監査方針・計画」を毎年取締役会で確認するほか、

監査役の職務執行に必要な緊急または臨時の支出についても事後償還請求できることとしているなど、その円滑な監査活動を

保障するための環境整備に努めています。 

・監査役と代表取締役、会計監査人との意見交換の機会を設けています。 

・監査役は、監査部から内部監査に関する報告を随時受けています。 

 

（当該体制の運用状況） 

①取締役の職務の執行 

・独立性の高い社外取締役を 3名選任し、当事業年度に 15回開催された取締役会において、外部からの経営チェック・助言が行

われています。 

・執行役員に決裁権限を委譲し、効率的な業務執行を行っています。また、経営会議や事業執行会議を毎月開催し、経営意思の

決定と業務執行の監督を行っています。 

・グループ企業に関する重要な事項は適宜取締役会に報告され、監督を行っています。 
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②コンプライアンス 

・当社及びグループ企業でコンプライアンスに関する研修や教育資料の配布を行い、意識の強化と問題の未然防止に努めていま

す。 

・当事業年度においてコンプライアンス委員会を２回開催し、議事の要旨を社内で周知したほか、コンプライアンスに関してグルー

プ企業との会合を行い、情報の共有を行っています。 

・グループ企業を含む従業員にスピークアップ制度の周知を継続的に行い、その利用状況についてはコンプライアンス委員会及

び取締役会に報告しています。 

  

③リスク管理 

・リスクの評価と対応を適切に行うため、専門の会議体や委員会を設置し、リスク管理を継続的に行っており、リスク管理委員会を当

事業年度において１回開催しています。また、「リスク管理規程」及びリスク管理活動の行動要領を定めた「リスク管理大綱」の策定、

経営会議への報告等により、当社グループにおけるリスクの共有及び対応を図っております。 

・企業価値を低下させるあらゆるリスクを管理するため、当事業年度においてサステナビリティ委員会を２回、情報セキュリティ委員

会を２回、安全保障貿易管理特別委員会を２回開催しています。 

 

④監査役の職務の執行 

・監査役は、監査役会で定めた「年度監査方針・計画」に沿って、取締役会等の重要な会議への出席、執行役員決裁等の必要な

書類の閲覧、各取締役との意見交換、監査部及び会計監査人との連携、グループ企業を含めた各拠点への往査を実施し、内部

統制システムの整備状況及び運用状況を確認しています。 

・監査役会は、独立性の高い２名の社外監査役を含む４名で構成されており、当事業年度において 15回開催されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株主総会 

取締役会 
取締役９人 

（うち社外取締役３人） 

会計監査人 

執行役員 15 人 
各事業部門、本社部門 

グループ会社 

弁護士・ 

税理士等 

経営会議 

指名・報酬委員会 

コンプライアンス委員会 

各特別委員会 

（サステナビリティ委員会など） 

選任・解任 選任・解任 

監査 

連携 

会長・社長 監査部 

 
（うち社外監査役 2 人） 

監査役４人 

監査役会 

監査 

監査 監督 

アドバイス 

コーポレート・ガバナンス体制の概要（2026 年 4 月 1 日現在） 
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（2025年 ４月 １日 より  　2026年 ３月 31日 まで）

(単位：百万円）

10,156 452 55,733 △ 1,940 64,403

剰余金の配当
△ 3,261 △ 3,261

親会社株主に帰属する
当期純利益 14,498 14,498

自己株式の取得
△ 164 △ 164

自己株式の処分
140 23 163

連結範囲の変動
△ 73 △ 73

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

- 140 11,163 △ 141 11,162

10,156 593 66,897 △ 2,082 75,565

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

資本金
資本

剰余金
利益

剰余金
自己株式

株主資本
合計

連結株主資本等変動計算書

株主資本
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【連結注記表】 

 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

 （１）連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は、シンフォニア商事㈱、シンフォニアエンジニアリング㈱、㈱アイ･シー･エス、シンフォニアマイクロテック㈱、昕芙

旎雅機電（香港）有限公司、昕芙旎雅機電（東莞）有限公司、SINFONIA MICROTEC（VIETNAM）CO.,LTD.、SINFONIA 

TECHNOLOGY (THAILAND) CO.,LTD.、昕芙旎雅商貿（上海）有限公司及び SINFONIA TECHNOLOGY (AMERICA) INC.

の 10 社であります。 

 なお、非連結子会社であった SINFONIA TECHNOLOGY (AMERICA) INC.につきましては、重要性の観点から、当連結会計

年度より、連結の範囲に含めております。 

 また、当連結会計年度において、当社は 100％連結子会社であった㈱大崎電業社の全株式を売却し、同社に対する支配を喪

失したため、同社を連結の範囲から除外しております。 

 非連結子会社は、昕芙旎雅机电技术服务（上海）有限公司 1 社であります。 

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

の金額はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲より除外しております。 

 
 （２）持分法の適用に関する事項 

 持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。 

持分法を適用していない非連結子会社である昕芙旎雅机电技术服务（上海）有限公司及び関連会社である昕芙旎雅電機

（天津）有限公司は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて

も連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

 

 （３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、昕芙旎雅機電（東莞）有限公司、SINFONIA TECHNOLOGY (THAILAND) CO.,LTD.、昕芙旎雅商貿（上

海）有限公司及び SINFONIA TECHNOLOGY (AMERICA) INC.の決算日は 12 月 31 日であり、連結決算日と異なっておりま

す。 

連結計算書類の作成にあたり、昕芙旎雅機電（東莞）有限公司につきましては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく

計算書類を使用しております。また、SINFONIA TECHNOLOGY (THAILAND)CO.,LTD.、昕芙旎雅商貿（上海）有限公司及

び SINFONIA TECHNOLOGY (AMERICA) INC.につきましては、12 月 31 日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

  なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 
 （４）会計方針に関する事項 

 ①重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

  満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

 その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの 

  時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。） 

 市場価格のない株式等  

  移動平均法による原価法 

 

 デリバティブ 時価法 

 

      棚卸資産 

 商品及び製品 主として、個別法及び総平均法による原価法 

 仕掛品 個別法による原価法 

 原材料及び貯蔵品 主として、総平均法による原価法 

 （連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。） 

 

 ②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

       有形固定資産 当社は定額法、連結子会社は定額法及び定率法を採用しております。 

 （リース資産を除く）  

 

      無形固定資産 定額法 

      （リース資産を除く） ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基

づく定額法を採用しております。 
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      リース資産 所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

                    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

 ③重要な引当金の計上基準 

      貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

      製品保証引当金 販売済の製品等に係る無償補修費用に備えるため、過去の発生実績率に基づく見積り

のほか、個別に発生が見込まれる費用について、翌連結会計年度以降の発生見込額

を計上しております。 
 

      受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が

見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、翌連結会

計年度以降の損失見込額を計上しております。 

 

      役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る株式給付債務の見込額を計上しております。 

 

 ④退職給付に係る会計処理の方法 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除

した額を退職給付に係る負債として計上しております。 

       ・退職給付見込額の期間帰属方法 

         退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。 

       ・数理計算上の差異の費用処理方法 

   数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として 11 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

・小規模企業等における簡便法の採用 

  一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び

退職給付費用を計算しております。 

 

 ⑤重要な収益及び費用の計上基準 

 当社グループは、主に電気機器の製造販売・設置工事を提供しており、これらについて、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 なお、製品の国内販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常である場合には、

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年 3 月 26 日。）第 98 項に定める代替的

な取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。 

 また、工事契約に関しては、一定期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見

積もり、当該進捗に基づき一定の期間にわたり収益を認識する方法としております。履行義務の充足に係る進捗度の見積り

の方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。なお、工事期間がごく短い契約につい

ては代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、工事等が完了した時点で収益を認識しております。 

 

 ⑥重要なヘッジ会計の方法 

       ヘッジ会計の方法 

         原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約取引については振当処理に

よっております。 
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２．収益認識 

 （１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 

当連結会計年度（自 2025年4月１日 至 2026年3月31日） 

（単位：百万円） 

 クリーン搬送システム モーション機器 
パワー 

エレクトロニクス機器 
エンジニアリング＆

サービス 
合計 

収益認識の時期      

 一時点で移転される財又
はサービス 

28,029 50,573 20,220 16,125 114,947 

 一定の期間にわたり移転
される財又はサービス 

－ 158 4,870 8,221 13,249 

 28,029 50,73１ 25,090 24,346 128,197 

主たる地域市場      

 日本 10,056 41,572 21,021 19,096 91,746 

 海外 17,973 9,159 4,068 5,249 36,450 

 28,029 50,731 25,090 24,346 128,197 

 

 （２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 収益を理解するための基礎となる情報は「１．（４）会計方針に関する事項⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。 

 なお、主要な工事契約は、パワーエレクトロニクス機器事業における社会インフラシステム部門の契約等、エンジニアリング＆サー

ビス事業における電気・機械設備工事の請負に関連する契約等であります。 

また、全ての契約について、支払期限は顧客との個別契約に基づいております。その際、一部の契約では、履行義務の充足とは

別に契約期間中に段階的に支払を受けております。これらについて、約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれておりま

せん。 

 

 （３）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存

在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

①契約資産及び契約負債の残高等 

    顧客との契約から生じた債権及び債務の内訳は、以下のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 
当連結会計年度（期首） 

（2025年4月1日） 
当連結会計年度（期末） 

（2026年3月31日） 

顧客との契約から生じた債権 39,478 41,631 

契約資産 1,661 2,908 

契約負債 2,292 4,028 

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債に含まれていた金額に重要性はありません。 

 

②残存履行義務に配分した取引価格 

2026 年 3 月 31 日現在、クリーン搬送システム事業に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は 7,833 百万円でありま

す。当社グループは、概ね 1 年以内に収益を認識する見込みです。 

 

2026 年 3 月 31 日現在、モーション機器事業に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は 79,403 百万円であります。 

当社グループは、概ね 1 年以内に収益を認識する見込みですが、航空部門での取引の一部については、契約期間が長期

にわたっております。 
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2026 年 3 月 31 日現在、パワーエレクトロニクス機器事業に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は 36,787 百万円

であります。当社グループは、約 7 割は概ね 1 年以内に収益を認識する見込みですが、約 3 割は各契約期間の進捗とともに、

今後 1 年から 9 年の間で収益を認識する見込みです。 

 

2026 年 3 月 31 日現在、エンジニアリング＆サービス事業に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は 21,640 百万円

であります。当社グループは、約 4 割は概ね 1 年以内に収益を認識する見込みですが、約 6 割は各契約期間の進捗とともに

今後 1 年から 3 年の間で収益を認識する見込みです。 
 

３．重要な会計上の見積り 

   会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算 

書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

製品保証引当金  334 百万円 

 

製品保証引当金は、販売済の製品等に係る無償補修費用に備えるため、当連結会計年度末において将来の発生が見込まれ、

かつ、当該発生額を合理的に見積もることが可能なものについて計上しております。引当金の金額は、過去の発生実績率に基づ

く見積りのほか、個別に発生が見込まれる費用について、見積計上しております。 

当該見積りは、対象数量や補修内容の変更等、想定し得ない事象の発生によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した

損失額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、製品保証引当金の金額に重要な影響を与える可

能性があります。 

 

受注損失引当金  149 百万円 

 

受注損失引当金は、受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当 

該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて計上しております。引当金の金額は、完成までに必要となる工数や原材 

料費等を基礎に将来の見込みを加味して見積もっております。 

当該見積りは、将来の仕様や価格の変更、また追加作業等の想定し得ない事象の発生によって影響を受ける可能性があり、実 

際に発生した損失額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、受注損失引当金の金額に重要な影 

響を与える可能性があります。 

 

４．追加情報 

（取締役等に対する株式給付信託（BBT）の導入） 

  当社は、2019 年 6 月 27 日開催の第 95 回定時株主総会決議において、社外取締役を除く取締役及び取締役を兼務しない執

行役員（以下、総称して「取締役等」といいます。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit 

Trust））」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。 

 

（1）取引の概要 

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」といいま

す。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換

算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、

取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。 

 

（2）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し

ております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は 322 百万円、株式数は 159,600 株です。 

 

５．連結貸借対照表に関する注記 

  （１）有形固定資産減価償却累計額 50,563 百万円 

    なお、減価償却累計額には減損損失累計額 14 百万円を含んでおります。 

 

  （２）同一の工事契約に係る棚卸資産及び受注損失引当金 

    損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。 

    損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は 70 百万円であります。 
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   （３）事業用土地の再評価 

当社は、｢土地の再評価に関する法律｣（1998 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び｢土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律｣（2001 年 3 月 31 日公布法律第 19 号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額から｢再評価に係る繰延

税金負債｣を控除した金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計上しております。 

       再評価の方法         土地の再評価に関する法律施行令（1998 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第

3 号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法によっており

ます。 

       再評価を行った年月日  2002 年 3 月 31 日 

       再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

  △4,713 百万円 
 
６．連結損益計算書に関する注記 

  連結子会社株式売却損 

当連結会計年度において、当社は 100％連結子会社であった㈱大崎電業社の全株式を売却し、同社に対する支配を喪失した

ため、同社を連結の範囲から除外しております。この売却に伴い、連結子会社株式売却損を 323 百万円計上しております。 

 

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

   （１）当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  29,789,122 株 （自己株式含む） 
 
   （２）当連結会計年度末日における自己株式の種類及び株式数 

 普通株式  1,573,367 株 
 
      （注）当連結会計年度末の株式数には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託 E 口）が保有 

する当社株式 159,600 株が含まれております。 
 
   （３）剰余金の配当に関する事項 

     ①配当金支払額 

       2025 年 6 月 27 日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 株式の種類  普通株式 

 配当金の総額  3,261 百万円 

 1 株当たりの配当額  115 円 

 基準日  2025 年 3 月 31 日 

 効力発生日  2025 年 6 月 30 日 
 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託 E 口）が保有する当社株式 

に対する配当金 17 百万円が含まれております。 
 
     ②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

       2026 年 6 月 26 日開催の定時株主総会において、次のとおり議案として付議することを予定しております。 

 株式の種類  普通株式 

 配当金の総額  4,398 百万円 

 1 株当たりの配当額  155 円 

 基準日  2026 年 3 月 31 日 

 効力発生日  2026 年 6 月 29 日 
 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託 E 口）が保有する当社株式 

に対する配当金 24 百万円が含まれております。 
 
８．金融商品に関する注記 

   （1）金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については主に銀行借入によってお

ります。 

受取手形、売掛金及び契約資産、及び電子記録債権に係る顧客の信用リスクを低減するため、与信管理方針に従い、主な取

引先の信用状況を随時把握する体制としております。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、

原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。 

投資有価証券は、主として株式であり、上場株式については定期的に時価把握を行っております。 

支払手形及び買掛金は、1 年以内の支払期日であります。また、外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されております

が、主要な取引については先物為替予約を利用してヘッジしております。 

借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金の調達を目的としたものであります。 

また、デリバティブ取引を行う場合には、取引権限を定めた内規に従い、実需に基づいた取引に限定しており、投機を目的とし

た取引は実施しておりません。 
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  （2）金融商品の時価等に関する事項 

2026年 3月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格

のない株式等は、次表には含めておりません。（（注）をご参照ください。）また、現金は注記を省略しており、預金、電子記録債

権、支払手形及び買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しておりま

す。 

 
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）受取手形、売掛金及び契約資産 37,041 37,016 △24 

(2）投資有価証券    

  その他有価証券 18,754 18,754 － 

資産計 55,795 55,771 △24 

(1）長期借入金 

（1年内返済予定を含む） 
12,218 12,012 △206 

負債計 12,218 12,012 △206 

デリバティブ取引（※） （36） （36） － 

（※） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（ ）

で示しております。 

 
 （注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 77 百万円）は、｢(2）投資有価証券｣には含めておりません。 

 

  （3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま

す。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる

資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用い

て算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、

時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

その他有価証券        

 株式 18,754 － － 18,754 

資産計 18,754 － － 18,754 

デリバティブ取引     

通貨関連 － 36 － 36 

負債計 － 36 － 36 
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②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

受取手形、売掛金及び契約資産 － 37,016 － 37,016 

資産計 － 37,016 － 37,016 

長期借入金 

（1 年内返済予定を含む） 
－ 12,012 － 12,012 

負債計 － 12,012 － 12,012 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 

投資有価証券は全て上場株式であり相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

デリバティブ取引 

為替予約の時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類し

ております。 

受取手形、売掛金及び契約資産 

これらは短期間(1 年内)で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

ただし、決済条件が長期となる売掛金が生じた場合は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額と満期までの期

間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

長期借入金（1 年内返済予定を含む） 

これらの時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

９．1 株当たり情報に関する注記 

     1 株当たり純資産額 3,505 円 37 銭 

     1 株当たり当期純利益 513 円 87 銭 

 

（注）株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、1 株当たり純資産額 

の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、1 株当たり当期純利益の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

1 株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は 159,600 株であり、1 株当たり当期純利益の算定

上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は 148,338 株であります。 

 

 

１０．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書

( 2025年 ４月 １日より　2026年 ３月 31日まで )

（単位：百万円）

当期首残高

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期末残高

当期首残高

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期末残高

13,175

△ 2,082 63,763 10,241 △ 6 3,863 14,098 77,861

163

3,445 △ 6 - 3,438 3,438

23 163

12,999

△ 164 △ 164

当期変動額合計 △ 141 9,736 3,445 △ 6 - 3,438

△ 3,261 △ 3,261

12,999

△ 164

64,686

当期変動額

△ 1,940 54,026 6,796 - 3,863 10,659

10,156 452 140 593 2,086 53,008 55,095

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期変動額合計 - - 140 140 310 9,427 9,737

140 140

その他利益剰余金

△ 3,261

12,999 12,999

310 △ 3,572

当期変動額

利益
剰余金
合計

繰越利益
剰余金

10,156 452 0 452 1,775 43,581 45,357

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金
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【個別注記表】 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式及び 移動平均法による原価法 

 関連会社株式 

 その他有価証券 

  市場価格のない株式等以外のもの 

   時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。） 

  市場価格のない株式等  

   移動平均法による原価法 

 

 （２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

 時価法 

 

 （３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品及び製品 個別法及び総平均法による原価法 

  仕掛品 個別法による原価法 

  原材料及び貯蔵品 総平均法による原価法 

  （貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。） 

 

 （４）固定資産の減価償却方法 

  有形固定資産 定額法 

  （リース資産を除く） 

 

  無形固定資産 定額法 

  （リース資産を除く） ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づく

  定額法を採用しております。 

 

  リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

 （５）引当金の計上基準 

  貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 

 製品保証引当金  販売済の製品等に係る無償補修費用に備えるため、過去の発生実績率に基づく見積りのほか、

個別に発生が見込まれる費用について、翌事業年度以降の発生見込額を計上しております。 

 

 受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、翌事業年度以降の損失見込額

を計上しております。 

 

役員株式給付引当金   役員株式給付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債 

務の見込額を計上しております。 

 

 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

  ・退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 

  ・数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。 
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 （６）重要な収益及び費用の計上基準  

当社は、主に電気機器の製造販売・設置工事を提供しており、これらについて、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

なお、製品の国内販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常である場合には、

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30号 2021年 3月 26日。）第 98項に定める代替

的な取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。 

また、工事契約に関しては、一定期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗度を

見積もり、当該進捗に基づき一定の期間にわたり収益を認識する方法としております。履行義務の充足に係る進捗度の見

積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。なお、工事期間がごく短い契約

については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、工事等が完了した時点で収益を認識してお

ります。 

 

 （７）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約取引については振当処理に

よっております。 

 

 （８）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 退職給付に係る 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら 

 会計処理 の会計処理の方法と異なっております。 

 

 

２．収益認識 

収益を理解するための基礎となる情報は「１．（６）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

なお、主要な工事契約は、パワーエレクトロニクス機器事業における社会インフラシステム部門の契約等であります。 

また、全ての契約について、支払期限は顧客との個別契約に基づいております。その際、一部の契約では、履行義務の充足と

は別に契約期間中に段階的に支払を受けております。これらについて、約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれてお

りません。 

 

 

３．重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影

響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

製品保証引当金  334 百万円 

 

製品保証引当金は、販売済の製品等に係る無償補修費用に備えるため、当事業年度末において将来の発生が見込まれ、か

つ、当該発生額を合理的に見積もることが可能なものについて計上しております。引当金の金額は、過去の発生実績率に基

づく見積りのほか、個別に発生が見込まれる費用について、見積計上しております。 

当該見積りは、対象数量や補修内容の変更等、想定し得ない事象の発生によって影響を受ける可能性があり、実際に発生し

た損失額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、製品保証引当金の金額に重要な影響を与える可能性

があります。 

 

受注損失引当金  149 百万円 

 

受注損失引当金は、受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当該

損失額を合理的に見積もることが可能なものについて計上しております。引当金の金額は、完成までに必要となる工数や原材

料費等を基礎に将来の見込みを加味して見積もっております。 

当該見積りは、将来の仕様や価格の変更、また追加作業等の想定し得ない事象の発生によって影響を受ける可能性があり、

実際に発生した損失額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、受注損失引当金の金額に重要な影響を

与える可能性があります。 
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４．追加情報 

 （取締役等に対する株式給付信託（BBT）の導入） 

当社は、2019年 6月 27日開催の第 95回定時株主総会決議において、社外取締役を除く取締役及び取締役を兼務しない執

行役員（以下、総称して「取締役等」といいます。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit 

Trust））」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。 

 

（1）取引の概要 

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」といいま

す。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換

算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、

取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。 

 

（2）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し

ております。当事業年度末の当該自己株式の帳簿価額は 322 百万円、株式数は 159,600株です。 

 

 

５．貸借対照表に関する注記 

 （１）有形固定資産減価償却累計額 45,180 百万円 

 なお、減価償却累計額には減損損失累計額 3 百万円を含んでおります。 

 

 （２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記したものを除く） 

 短期金銭債権 2,583 百万円 

 長期金銭債権 249 百万円 

 短期金銭債務 9,149 百万円 

 長期金銭債務 5 百万円 

 

 （３）同一の工事契約に係る棚卸資産及び受注損失引当金 

 損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。 

 損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は 70 百万円であります。 

 

 （４）事業用土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（1998 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律」（2001年 3月 31日公布法律第 19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額から「再評価に係る繰

延税金負債」を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第

3 号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法によっておりま

す。 

  再評価を行った年月日 2002 年 3 月 31 日 

  再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

  △4,713 百万円 

 

 

６．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

 関係会社に対する売上高 7,902 百万円 

 関係会社からの仕入高 14,000 百万円 

 関係会社との営業取引以外の取引高 628 百万円 

 

  

７．株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 1,573,367 株 

 

（注）当事業年度末の株式数には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託 E 口）が保有する当社株

式 159,600 株が含まれております。 
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８．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

 契約負債 891 百万円 

 退職給付引当金 645 百万円 

 未払賞与 584 百万円 

 棚卸資産評価損 299 百万円 

 未払事業税 223 百万円 

 資産除去債務 122 百万円 

 製品保証引当金 102 百万円 

 その他  1,041 百万円 

 繰延税金資産小計  3,912 百万円 

 評価性引当額 △587 百万円 

 繰延税金負債との相殺  △3,324 百万円 

 繰延税金資産合計  － 百万円 

 

 繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △4,558 百万円 

 退職給付信託設定益 △210 百万円 

 その他  △7 百万円 

 繰延税金負債小計 △4,776 百万円 

 繰延税金資産との相殺  3,324 百万円 

 繰延税金負債合計  △1,452 百万円 

 繰延税金負債の純額  △1,452 百万円 

 

  

９．関連当事者との取引に関する注記 

  子会社 

（単位：百万円） 

属性 

  

会社等 

の名称 

議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

  

取引金額  科目 

  

期末残高  

子会社 

  

ｼﾝﾌｫﾆｱ 

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

所有 

直接 100% 

当社製品の工事、

サービス等 

役員の兼務 

資金の預り 

（注 1） 

2,905 預り金 4,720 

子会社 

  

SINFONIA 

TECHNOLOGY 

(THAILAND) 

CO.,LTD. 

所有 

直接 100% 

当社製品の製造、

販売等 

役員の兼務 

製品・原材料等

の仕入および製

造に係る外注加

工・業務委託等 

（注 2） 

8,483 買掛金 

未払費用 

 866 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）預り金については当社と子会社間のＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）にかかるものであり、取引金額は当事業年度 

の平均残高を記載しております。なお、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

（注 2）価格その他の取引条件については、市場価格・総原価を勘案して協議のうえ決定しております。 

 

 

１０．1 株当たり情報に関する注記 

 1 株当たり純資産額 2,759 円 50 銭 

 1 株当たり当期純利益 460 円 73 銭 

 

（注）株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、1 株当たり純資産額の

算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、1 株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております。 

 1 株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は 159,600 株であり、1 株当たり当期純利益の算定上、

控除した当該自己株式の期中平均株式数は 148,338 株であります。 

 

 

１１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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